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 は じ め に

 大地, 大気か らの電離放射線 地球外からの宇宙線と

それによって生 じた二次的な放射線を含め, 地表付近で

計測可能な放射線を日本全国にわたって1967の 年か ら

現在も測 り続けている。すなわち地表付近の屋外におけ

る自然の空間放射線の日本における分布状況を調べてき

た。おもな測定期間は1967年 か ら1977年 までである

が, それ以前は準備的な期間であったし, 以後はこの第

1次 主測定(1967年 ～1977年)の 結果を補充するため

の期間として現在も続いている。すなわちできあがった

ように見え. て もい くつかの観点か ら見直すとまだ不十分

な点があ り, 補充, 補足が必要 とされる。現在, 特に島

々, 山岳等の辺地のデータが不足 している。

 本測定にあたっては, 人数が不足, 旅 費を含む予算が

僅少, 器材も限定少数であったため, 一時期に全国を測

って廻 ることが不可能で, このような長期間にわたらざ

るを得なかった。本測定のように長期間, 広域にわたる

場合は, 得 られるデータの質の統一性への努力がないと

結果の信頼性は得がたくなる。また, そ う短か くない期

間, 4～5人 のチームが各人の家庭を離れ共同の測定生

活, それ も時間, 計画に追われ余裕らしきものもない生

活を送 ると往々にしてチームの和が乱れる。そ うなれば

やは り測定結果の信頼性に影響 してしまう。これら以外

にもこの仕事をや り遂げるにあたって困難な問題が多く

あった。そのような問題点と, その乗切 り策を含めて, 

とても全部は挙げ切れないが本測定の実際的な仕事手順

の概略の紹介を行ない, 大方の参考に供 したいと考えて

いる。

 環 境放射線(環 境における放射性核種, 放射性物質 も

含む)の 測定, モニタリソグについて, その意義, 特徴,

仕事の難しさに対する他の関連分野か らの理解が, 一般

に乏 しいように思われる。そ れ ば か りではなく, 得 ら

れた成果, またその利用についても, しばしば誤解, 曲

解がなされがちのようである。そこで本稿では, 測定に

直接関与する点ばか りではなく, そ の周辺事情についで

も時折触れ, 環境放射線測定に関する種々の分野か らの

理解の推進に役立つことを期待する。このようなことを

契機 として, 環境放射線問題と国民とのかかわ りに関す

る諸点の理解 とその解決の一助に本稿がな り得れば幸と

考える。

 本稿執筆にあたっては, 焦点をどこに当てるか苦慮し

たが, 結局その点もあいまいなままで, このような仕事

の遂行上著者が重要 と考えている, 計画作 り, 準備も含

あなが ら手順についておもに紹介した。それとともに最

近まで得 られた成果を加えて, 屋外における自然の空間

放射線の 日本での分布のデータを挙げ, 参考に 供した

い。

 なお, 本測定についての批判は著者として大いに歓迎

する。今後の仕事の進展に役立つことが大 きいと期待す
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るからである。ただし, 著者等の書いたものを十分読 ま

ないでいろいろいわれるのには閉 口する。 どうか, 本稿

からも著者の真意を汲み取って頂きたい。著者のある著

作物中には, 意識的に読点の置き場所を間違えた り, 文

章を読みにくくして 読者が その付近に停滞するように

し, その付近に注意が集中するように したものもあった

が, 本稿では一切そのようなことはなくした。文章のま

ずさは著者の力のないためである。それにもかかわらず

再度申し上げたい, ぜひ著者の意 とするところを汲み取

って頂 きたいと。

 1. 本測定に至った経緯

 放 医研では, その設立以来, 米 国, ソ連邦等の核爆発

実験, 特に大気ならびに地表での実験によるフォールア

ウトに対する観測が 行われて来た。1962年 ごろのフォ

ールアウト極大期を過ぎると, 漸 次それに基づ く放射性

核種の環境におけるレベルが低下 してきた。それにつれ

て自然の環境放射線(自 然放射性核種も含む)レ ベルに

対する人工の環境放射線 レベルの相対的割合が下ってき

た。 これは自然ならびに人工の空間放射線 レベル間につ

いても同様のことがいえる。一方, 国民線量に及ぼす自

然放射線(放 射性核種も含む)寄 与は決 して少なくはな

いので, 放射線の人体への影響研究の一面 としての自然

放射線研究が従来行われていた。人工放射線寄与による

妨害が少なくなってきたこともあって, 人工の環境放射

線研究に用い られた手法を用い, 自然の環境放射線研究

が日本でも少規模ながら緒につき始めてきた。 このよう

な傾向は, 原子放射線の影響に関する国連科学委員会報

告1)に よっても刺戟された。

 また一方, 原子力発電技術の進歩とともに原子力発電

の経済性がみなおされ, 日本でも原子力発電所の具体的

な立地が問題にされ始められつつあった。全国的に原子

力発電所等の施設が設置され始めると, そ こから起 り得

る種々の環境放射線問題の解決のための資料 として, ま

たパックグラウソド資料として自然の環境放射線のデー

タが要望され, かつ重要なものと認められることが予想

された。

 上記のような情況下で, 人間にとって避けることので

きない自然の環境放射線寄与の国民線量への寄与の重さ

を認識 し, そのうちの一部ではあるが空間放射線, 大気

中のアルファ放射体等の調査研究に着手した。アルファ

放射体等の場合 とは異な り, 自然の空間放射線の研究 ・

調査の方針は全国的規模でバラソス よく行い, むやみな

精密さ, 正確さを求めないとい うところにあった。

 その当時, 文部省科学研究費による空間放射線研究が

行なわれてお り, 全国各地の約20地 点での測定値が渡

辺 らによって得られていた2)。 また, 本測定を実施し始

めた年に, 山県, 岩 島に よる全国測定の結果が報告され

た3)。当時, この ような測定がなされているとは知らず, 

1967年 の四国でのわれわれの測定はまったく独立に, わ

れわれ独自の考えで行われたものだった。 この当時か ら

本測定の手法, 考 え方の基本は現在に至るまで変ってい

ない。

 渡辺 らの成果はその当時手に入れ られるデータとして

唯一のもので, 関西が関東にくらべ空間放射線量 レベル

が高いなどの結果が得 られている。山県, 岩島の結果は

全国的なものではあったが, その測定地点はわれわれの

目途としたものよりも少ないため, 各県での代表的な値

は得 られそうもなかった。 また土壌試料のサソプリソグ

に続 くNaI(T1)シ ンチ レーションスペ クトロメータに

よる計測が基本手法になってお り, 現地での直接測定で

はないことから, われわれの測定とは様子を異にし, そ

の活用法 も異ることが予想された。 したがって, 本測定

は中止することなく継続した。なお, 日本全国の半数以

上の測定を終った時点で, 山県 ・岩島の値と本測定の値

とを統計的に比較したところ, ひ じょうによい相関係数

が得 られた。すなわち, 分布のパターソはよく一致して

いる。両者のデータ間の差も問題にならないほどの値で

あった4)。 大 きな地方区分でしか比較できなかったが, 

両者の一致性がよいことは, 両者ともそう大 きく誤って

いないことを示すのであろう。渡辺 らのデータ, 山県, 

岩 島のデータともに有力な情報を提供 し, いまでもその

重要 さは変らないと著者は確信 している。

 以上のこともあ り, 本測定では, 県単位でも, 時には

それより狭い地域でも検討に耐えられるよう, 詳細に 日

本全国を覆 うことに第一の特徴を置いた。

 2. 測定の目的と要求される条件

 本測定を始めるにあたっての目的は, (1)自然 の空間放

射線による国民線量の評価をすること, (2)原子力施設等

からの人工放射性物質, 放 射線放出による環境影響評価

にバ ックグラウソドとして 役 立 てること, で あった。

1967年 の四国での調査研究を終った段階で, 地質, 岩石

との関係を検討 してみた結果, 得 られるデ-タ は種々の

研究にも使えることがわか り, 以後, 積極的に, (3)種々

の分野の科学的成果 との関連の研究, また科学的研究に

資すること, を先の2目 的に付加えた。

 以上の目的を実現するためには, 建物外の空間放射線

量の日本における分布を得て, 都, 道, 府, 県 ごとの代表値

が少 くとも定められた精密さの範囲で求め られるように

する必要がある。国民線量の立場からは, 人 口に比例さ

せた測定地点数の選定 とその配置を考える必要がある。
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原子 力施設に関連する立場か らは, 測定地点の配置を日

本中均等にする方式と施設予定地周辺で密にする方式を

併用せねばならない。前老は広域的な汚染に備え, 後者

は周辺の汚染に備えるためである。第3の 目的に対 して

は, 研究対象によって種々違ってくるが, 分 布を対象と

するものにあっては均等な測定地点の配置, 地 質的なも

のを対象とす るものにあっては地質的な分布を考慮した

配置, 人 間対象のものにあっては人 口分布を考慮した配

置が考えられる。車の走行時間, 距離 も勘案して全国を

一辺20kmの 碁盤 目状に切 り, その中に少くとも一測

定地点が入るように した。 また, 人 口分布を考慮し人 口

10万 人以下の市には1測 定地点, 10万 人を 越すときは

10万 人区切 りごとに1測 定地点を 増やすことを 原則 と

した。地質的な区分が明確なところでは, 区分線の両側

に測定地点を配置した。 このような測定地点の配置が結

果のデータを使用する際の重要な要素となることを考慮

し, で きるだけ上記の原則に合 うように したが, 山岳, 

湖 沼の存在のため接近できないところなどがあり, 原則

から外れたことも多い。 また 数値が集 りはじめてから

は, 各県内の測定地点数を20以 上 とすれば95%信 頼 度

で代表値が真の ±10%以 内に入ることがわかった。そ

こで各県内の測定地点数を20以 上にするよう努力した

ができなかったところもある。

 上記の目的を達成するためには, また, 全 国測定の完

成が遅れると, そ の利用の意義が薄れてしまうものもあ

ること, 1年 でせいぜい1地 方ていどしか測定できない

こと, の2理 由か ら10年 程で一応の区切 りをつけるの

を目安とした。

 3. 測定の方針と基本計画

 3.1. 重要 な問題点

 本測定を実施するにあた り, 次の3点 について特に配

慮した。(1)調査期間が長期であり, 対 象地域が広域であ

るが, 異 った時期, 異 った地域で得たデータの不確かさ

の間に差がないようにする。すなわち全国的に統一のと

れた, 一貫性のあるデータを得ることに努める。得 られ

た結果をもとにして全国分布図を画いた り, 全 国的な比

較をしようという際, データの統一性がなければ結果の

価値は限定されてしまうからである。(2)時間的, 空 間的

に変動, 変化に富む自然の空間放射線の場のスポットで

ある測定地点で, 測定は短時間ですまさねばならない。

測定条件, 測定時刻, 測定時の環境条件等を適切に選択

し, 結果に大きな偏 りを生じさせないようにする。(3)測

定手順の各部で生ず る不確かさの間に極端なアンバラン

スが生 じない ようにする。ある地域の代表値を得ようと

する際, 測定地点数から来 る不確かさ, いいかえればサ

ンプリング数からくる不確かさ, と計測器による計測上

の不確かさとが結果の不確かさを構成する2大 要素にな

る。これらの不確かさの程度が両者で同等になるように

バランスをとる努力をすることである。むやみやたらに

確かな計測をしたとしても, サ ソプリソグ上の不確かさ

が大きければ結果は不確かさの大きい方に支配されてし

まい, 確かな計測に使った努力はほとんど役立たなくな

るからである。

 (1)の問題, す なわち, 測定上の不確かさ(正 確さ, 精

密 さ)を 全期間, 全地域であるレベルに保つこと, につ

いてサ ソプリソグ上の問題は(3)と前 記の測定地点配置上

の考慮に譲るとして, 計 測上の問題を取上げる。この問

題の解決のために, (i)計 測器の性能をあらか じめ環境

で調べる。(ii)測 定期間の前後に校正を行なう。(iii)各

測定地点 ごとの徹底した線源による計測器チェックをす

る。(iv)一 部 の測定地点が 異なった 測定時期ごとに複5

数 回計測できるようにする, いいかえれば, 各 回の測定

時期 ごとに隣接地境界付近の測定地点を重なり合 うよう

にし, 複数回の測定結果を比較 してチェックの材料 とす

る。(v)測 定 の全期間を通 じ, 基本的な測定法, 計測器

に変更がないようにした。積極的に同一計測器で通す よ

うにした。(vi)バ ックアップ用の 計測器を用いた。長

期間の間には, 事故, または故障の起 ることがあり, そ

の際のつなぎの役割として, 記録式のサーベイメータを, 

全 測定期間初期を除き, バ ックアップ用 として使った。

(vii)計 測器の安定作動を計った。 たとえば, サーベイ

メータは, 測定 日程に1時 間以上の空き時間がない限 り

1日 中電源を入れたままの状態で使用 した。(viii)測 定

にたずさわる人員は全期間中可能な限 り同一人にする。

このように して人が代った場合のメータの読みとりの く

せなど種々の偏 りの原因を除きたかったが, 残念なこと

に人事移動, その他この測定に有利 とはいえない事情に

よって十分満足できるほどではなかった。そこで, 各 種

計測を行 う要員については, 重点的に同一人になるよう

に努力した。 なお個人差の概略については, 準備段階等

で調べてある。(ix)環 境条件の記録によって不確かさ

の異常等を後に判定できるようにした。(x)各 測定地点

の土壌試料をサンプリソグし, 後 のスペクトル計測結果

を異常の有無の判定に役立てる。

 (2)の問題の解決のために, 計測時の条件を設定 し, そ

れを守るように した。 この条件の設定には, 空間放射線

の分布, 変動を知 っていることが必要である。各地の空

間放射線 の分布は あらかじめ わかっているはずもない

が, いたるところで値が違 っているという想定の下に, 

また得 られる結果の地図上の分解能を考えて, 測定地点,
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測定点の選定を計画的にした。計測時の検出器の高さを

約1mに 定めたのは別の 意味を持つ。 空間放射線量の

季節的な変動分は積雪時の影響を除き小さく, 実施しよ

うとする測定の全体的な不確かさにくらべ無視できるも

のと考えた。それより短い1日 以下ていどの変動では, 

降水の効果が大きいのに くらべ, 他 のたとえば大気中ラ

ドン, トロソとそれ らの娘核種の変動による空間放射線

への影響は, 本測定の目的, 内容からいって問題になる

ほどではないものと考えられる。それに人間の活動時間

も考慮 し, 夜中の測定はやらないことを原則とした。 ま

た, 降雨, 降雪 の初期ならびにその影響の回復期には, 

測定をできるだけ避けるようにした。 しか し降雨中でも

回復期を過ぎた と解釈される場合は, そ の時の判断で測

定を実行 した。

 季節的な降水, 積雪の影響を避けるためには, 降 水の

少ない, 積雪のない時期を選んで測定を行わねばならな

い。 日本では梅雨前など, 春, 秋に晴天が比較的長く続

く時期が, 全国的にみ られる。長期の累年統計による晴

天 日の続 く時期, また測定実施約2ヵ 月前までの気象の

推移を見て測定の出発日, 測定期間を決定した。協力, 

支 援される機関, 要員の方々にはこの点無理にこち らの

スケジュールに合わせて頂いた。 このような考慮の成果

があって全測定期間中に降水等の影響がみ られるものは

ごくわずかしかなかった。降水の影響はある精密さの範

囲でほとんどないと思われ るが, あったとしても周辺の

測定地点との比較などを通 じて調べた結果ほとんど問題

にな らないてい どであった。

 (3)の不確かさのパランスの問題については, 結果の良

否にかかる重要な点であることを考慮 して, 対処 した。

しか し, 本来 このようなことを考えるには, 環境の状況

を知った上でしかできない。そこで, それまでの経験的

な事柄, す なわち空間放射線の分布状況等, と計測器の

不確かさを勘案して, 総 合的なバランスのためには計測

の不確かさを悪 くしてでも測定地点数を多くすることが

少 しでもそれに近付 く方法であるとした。測定が進むに

つれ得られたデータか ら不確かさのバランスを見てみる

と, 実行上の問題か ら測定地点数をむやみに多 くできな

かったために必ず しも理想的ではなかったが, 測定地点

数を多 くする努力は間違いでないことがわかった。結果

的に見て, それまでの国内, 外データに くらべ少 くとも

バランスのよいデータ, 総 合的に不確かさの小さいデー

タが本測定によって得られたものと考えている。

 各測定地点における測定点数については, バ ラソスの

面から見れば過剰だったかもしれないが, 測 定地点を基

本単位と見る立場からすれば, 測定地点の代表値を正し

くするという意味で有効だったと考察 している。大部分

の測定地点では測定点の数による不確かさは, 計測器の

それよりもはるかに良好であったものの, 一部の地点で

は測定点の多さから大 きな偏 りを受けないで済んだ。

 3.2. 計 測器 と移動

 第1表 に示すような計測器群を, 一度に全部ではない

が用いた。

 校正用または比較用の計測器として約41の 球型アク

リル壁空気電離箱(+振 動容量電位計+記 録計)を 用い

た。 当時著者の使い得る精密計測器は, これだけしかな

か った。なお, 全天候型の環境用電離箱計測器はまだ出

現 していなかった。各地を持ち運ぶ必要上, 計 測器は可

能な限 り小容積, 軽量かつ安定なものでなければなかっ

た。そのような意味合いで, 当時のガソマ線シンチ レー

ショソスペクトロメータは使用に耐えるものではなかっ

た。それに反し, 上記の球型電離箱は, 上述の条件をほ

ぼ満足し, それに加え方向特性がよく, エネルギー特性

の平坦領域が広 く, 空 間線量率を直接的に レソトゲソ単

位で正確に測れる利点があり都合がよいものであった。

電離箱としては容量が151以 上のものが感度の点で望ま

しかったが, 電離箱 自身からのアルファ線による影響, 

携帯上大きくてむずか しいところから上記の電離箱に落

ち着いた。

 この電離箱計測器は, 線源チェックの時間, 安定化の

ための ウォー ミング・アップ時間を含め1回 計測あたり

の時間が1時 間以上 と長くかかるため, これを主要なも

のとして用いれば1日 あた りの測定地点数, ひいては全

測定地点数が少なくなる。本計測器は, また, 高湿度, 

温度変化等に影響されやす く, 必ず しも全期間有効に働

第1表 計 測 器 一 覧
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くとは考えられなかった。一方, 各測定地点の内の各測

定点で得 られる値が一つの測定地点内でも大きく違 う場

合のあることが, 経験的に知 られていた。そのような場

合, 一 つの測定地点の代表値 としてただ一つを任意にと

るわけにはゆかない。何点かを測定 してはじめて代表値

が得られるのである。測定地点内の各測定点での計測値

群を得て, その群か ら極端に飛び離れたものまたは明確

な理由のあるものを除き残 りのものを平均して代表値を

求める。すなわち測定地点内で何点 も測らないと, 結果

に重大な偏 りを生 じることもあり, 環境測定 としての意

味 も薄れてしまう。以上のことを 実行するに, 4!電 離

箱計測器をそのまま使用するのでは時間がかか りすぎる

し, また時間を短か くしようとすれば測定点数が減って

有用なデータが得られないこともある。そこで携帯に便

利で, 感度も比較的よく, 計測に時間を要 しない他の計

測器が必要になった。幸い, 身近に随時借用できる計測

器として1"φ ×1"NaI(T1)シ ンチ セーション・サーベ

イメータがあった。 このサーベイメータは, 前 記の条件

を満足 し, また, 電離箱による比較校正をしても有効な

直線関係を得ることができるので, そ の関係を用い電離

箱値に換算するとい う条件の下に本測定の主要計測器と

して使用することにした。

 なお, レコーダ付きの2"φ ×2"NaI(T1)シ ンチレー

ション計測器および3"φx3"NaI(T1)シ ンチレーショ

ン計測器は本測定のバックアップ用すなわち事故に備え

て使用することにした。

 以上のように1"φ ×1"NaI(T1)シ ンチレーション・

サーベイメータが各測定地点内の各測定点での未換算値

の計測に用い られた。それに付随 して, バ ックアップ用

計測器による同時計測が実施された。予測放射線 レベル

の高低, 時刻, 都市 の人 口等を考慮して, 適宜電離箱に

よる計測を予定として組込んだ。電離箱による計測は全

測定地点に対して行われたわけではなく, 選 択的に行わ

れた。時には天候等の事情に より, 予定測定地点を代え

他のところで行ったこともあるが, いずれにしろ電離箱

の測定地点では, その地点内の中央部に近いところで一

点のみの計測を行った。大きな都市では市内の測定地点

数が多 く, そのうち1地 点で電離箱による計測を行って

いる間に, サ ーベイメータとバックアップ用計測器のみ

による計測を市内数測定地点で行い, 全体としての測定

時間の節約を図った。電離箱による計測は1日 の測定行

程のうち上述の条件で選定 した2～3測 定地点について

サーベイメータと同時に 行った。 このような測定計画

は, 限 られた日数の中で, 測定地点数をできるだけ多く

するように, す なわち一回の計測に要するアクセス時間

等も含んだ時間ができるだけ少なくするように作った。

測定結果の うち, 電離箱 とサーベイメータの同時計測が

行われた測定地点で得た両者の値の関係を画くと第1図

のようにほぼ一直線上に並ぶことがわかった。 このよう

な直線関係か らサーベイメータの読み値を電離箱値に換

算 しては じめてその測定点の値 とする。すなわち本測定

では, サーベイメータが主要な計測器であるといっても

その読みとり値はそのまま使用せず, 換 算することから

計測器としては 電離箱相当 のものを使 用したことにな

る。このように本測定におけるサ-ベ イメータの立場は

微妙なものがあ り, しば しばサーベイメータだけによる

測定結果であると間違われる。そこで, く り返 しになる

が, 本測定に用いた計測器は, 「電離箱相当 システム」

であるといってお く。実際計測に使用 したサーベイメー

タ等の名前は参考として用いる。

 本測定のような分布を調べる測定では, 測定地点を順

次追いながら移動 しないわけにはゆかない。 日本におけ

る鉄道, バス網は相当辺鄙なところまで行きわたってい

るとはいえ, それらを乗 り継いでも行けない場所がある

し, そのようなことを していたのでは時間がかか り過 ぎ

て測定地点数の確保などおぼつかない。また著者 らの自

由に使用できる公的な測定車はなく, 時 間がかからない

ようにするための現地の事情に通 じた運転者もない。そ

こで大部分の地方で種 々の現地機関の協力を得て, 現地

の車で測定に廻った。研究所から現地の車の出発点まで

と測定の終点から研究所までのコースは主として列車に

よった。列車によらず飛行機, 船を使用したこともある

が, 飛行機の場合最近手荷物検査が うるさく, 計測器を

かかえてやっとのことで通してもらったことがある。

第1図 電離箱による値とサーベイメータ読み値

の関係
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3. 3. 測定地の構成

限 られた旅費を最大限に活用しても, 1回 あた りの測

定期間は30日 にもならない。 その期間内に 一つの地方

の全体を測 り廻 るのは至難のわざであるが, できるだけ

努力 してみることにした。その際, 測定地点の選定, ま

た 各測定地点を通る一筆書きの 行程が 上手に してある

と, か なり能率的に仕事が進む。

 い ままで, 断 りなしに測定地点, 測定点などを使って

きたが, これらについて解説 しておく。

 本測定では, 測定地点 という名前で, 学校の校庭てい

どの広さのところで, 測定を行った。 この測定地点が本

測定の基本の地点となり, そ の選定が本測定のサ ンプリ

ソグに相当する。ところが, この測定地点だけでは, 測

定地点を多く持つ大都市などの表現に困ることがある。

そのため, 測定地という呼び名を作 り, 市, 町, 村 の行

政単位で その中に 測定地点 を 含むものをい うことにし

た。後で挙げる各地の線量率の表もこの測定地について

示 してある。測定地の代表値を求める際は, 測定地内の

各測定地点の代表値の平均をとる。1測 定地が1測 定地

点しか含まない場合は1測 定地点の代表値をそのまま測

定地の代表値 とする。

 測定地点内で実際計測を行 う場所を測定点と呼ぶ。測

定点は前述のように測定地点内の異常な偏 りを避け, 適

切な代表値が得 られるために, 少 くとも5点 以上を測定

地点内に選ぶ。その選び方は, 通常, 第2図 に示すような

十字型の5点 を基本とする。細長い地形でそれができな

いときは一列にとった り, 計測 してみて測定地点内の異

常な分布が見付けられたときは点数を増やした り, 丘が

迫 っている場合には丘に向って垂直な直線上に何点も測

定点数を増やすなどし, 丘の影響を見ようということも

する。 このように計画と違って臨機に追加, 修 正した。

 4. 基本的な準備

 前項までの考え方に従って, 本 測定にかかったのであ

るが, それ以前にも次のような種々の準備的な調査研究

を行ってきた。

 4.1. 計測系のチェック

 環境での計測で何よりも大事なのは, 計測器系が現地

の測定に十分使用 し得るか, また計測器等によって得 ら

れ る結果の不確かさがどのてい どか明らかにし, 事前に

知っておくことである。

 4.1.1. 電離箱

 は じめに 電離箱による計測上の不確かさを調べてみ

た。不確かさを調べるとき, 線源による校正が第一に問

題になる。校正は第3図 のような配置で行った。この配

置は, 後述の種々の原因からくる偏 りをなるべ く小さく

するように, また現実に可能なように作ったものである。

たとえば, 高 さが2.35mと い う中途半端な値であるの

は, 本来なるべ く高いことが望ましいのだが, 偏 りを適度

に小さくするように手持の器材を使ったらこのような数

値になって しまったということである。 この高さが決ま

れば, 線源一検出器間距離は1m以 内にすることによっ

て, 補正すべぎ種々の値を小さくすることができる。本測

定開始当時の校正では, しばしば, 強い線源を用い, 線

源-検 出器間距離を10m以 上にもすることが多かった。

しか し, 散 乱等による補正量を少なくする意味で, 上記

のような校正配置を採用した。なお, 床面によるガソマ

線のビル ドアップ係数等の包括的な参考資料 として, 当

時, 60Co線 源 によるコンクリー ト床 面についてのもの

しか著者 らに使いやすいものがなかったので, 線源 とし

ては60Co, 床面 としては厚手のコンクリー ト舗装の場所

(道路試験場)を 選んで校正を行なった。 使用した線源

第2図 測定地の構成

市, 町, 村

人口, 分布,
地 質に応 じ増減

5己 以 上

測定地点

O測 定点

第3図 校正時の配置
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はひ じょうに薄いプラスチックにはさまれたほぼ点状の

もので, 木製台に固定するときは厚さ約5cmの 発泡ス

チロールを線源背面 と台の中間に置いた。薄壁プラスチ

ック電離箱のエネルギー特性は数10keVか ら高エネル

ギーまで平坦(第4図 参照)と み られるから, 60Coの 単

一線源だけに よる校正を行うに留めた。

 校 正上の不確かさは, 系統的な (偏 りを作る) ものと

統計的な (ラ ンダムな) ものに分離すると考えやすい。

また 偏 りは, ラ ソダムな原因から生ずるものと, 本来

正, 負の どちらかに一方的に偏る原因からくるものとあ

る。

 校正結果に偏 りを生ずるラソダムな原因として, 線 源

の値付けの不確か さ, 校 正時の線源一検出器間距離の計

測上の不確かさ, 計測系の安定性または再現性にかかわ

る不確かさがある。線源の値付けの不確かさは, 線源値

計測上の不確かさとして表示されているが, ここで使用

したものは最大オーバーオールの不確かさとして ±3%

の ものである。ふつうの線源を使う限 りこのような不確

かさの数値は ラソダムなものと考えざるを得ない。 当

時, 線量率標準 としての線源がなかったので, 線源につ

いては, また, キ ュリー値からある距離の線量率値を求

めることが必要であり, その際にも不確かさが偏 りとし

て生ずる。この不確かさは明確にはしにくく, 考えてい

るエネルギー範囲では大きくないとみられたので省略し

た。実際, 後ほど線量率標準線源で校正 したものと比較

してもその差は見出せないほどであった。

 線源-検 出器間距離の計測上の不確かさは, 過大 ぎみと

は思われるが, 約20cmの 距離を測るのに, 最大オーバ

ーオールの 不確かさとして ±2mm(±1%)と した。

現実にははるかに精密に計測できる。 しか し数字が小さ

いので一応このまま使用する。

 レコーダ記録読みとりの不確かさは, い くつかの実際

の記録を人が読み とってみた結果を参考にし, 大 きめの

最大オーバーオールの不確かさとして ±2%に 定めた。

電離箱計測系の安定性または再現性にかかわる不確かさ

は, 後述の計測系の再現性試験の結果を考慮して最大オ

ーバーオールの不確かさとして ±4%を 採用した。 この

中には読みとりの不確かさも入 り込んでいるものと考え

られるが, 一 応すべて再現性に基づ くものとする。その

上で前述のレコーダ記録読みとりの不確かさは個人間の

差 として残した。ただし, 現実は特定の1個 人が全記録

の読みとりを行っているので レコーダ記録読み とりの不

確かさは過大評価となっているであろう。

 以上4件 全体の2乗 和の平方根をとり, 丸 あた数字 と

して ±5.5%が 得 られ る。これが, ランダムな原因に よ

り生'じた校正結果の 偏 りの 最大オーバーオール値 であ

る。

 校正結果に偏 りを生ず る系統的な原因としては, 床面

等による一次線の散乱, 検 出器実効中心のずれ, 空気

層, 電離箱の壁による吸収が考えられる。

 床 面 等 に よ る ビル ドァップ効 果 に よ る偏 りは, 

CLARKE と BATTER5) に よると, 本校正では小さい。そ

れでも-1%以 内 とみなす。 ただ し, 本校正ではh/d

(h:コ ンクリー ト床から線源までの高 さ, d:線 源-検

出器間距離。 線源と検出器中心 の高さは同じにしてあ

る。)は2.6～5.9の 範 囲である。

 本校正では, 線源として弱いものを用い, 線源-検 出

器間距離を小さくし, 種 々の偏 りが小さくなるようにし

た。線源一検出器間距離が 検出器寸 法に くらべ小さくな

ってくると検出器の実効中心が幾何学的な中心か らずれ

て来 る。すなわち, 幾 何学的中心と線源との距離をもと

にして線量率値を計算して校正 したものは, 実効中心の

幾何学的中心からのずれに相当するだけの差が生 じてし

まう。この偏 りをKoNDoとRANDoLPH6)を 基に して

求あると-2%以 内である。この際, 線源-検 出器間距

離dの 範囲は0.4～1mで ある。

 電離箱の外壁 と線源間の空気層, な らびに電離箱の壁

での減衰による線量値の偏 りも問題になる。本校正での

距離は前者で最大90cm, 後 者で3mmで あ る。これ

らによる60Coγ 線の吸収は約2.5%で あ る。すなおち

校正値の偏 りは+2.5%と なる。

 以上3件 の値を最大オーバーオールの不確かさとみな

し, 正, 負の値ごとに2乗 和の平方根を求めると-2.2%, 

+2.5%と なる。これ らを 丸めて ±2.5%と し, これが

系統的な原因による校正結果の偏 りの最大オーバーオー

ルの不確かさであるとする。この うちの大部分は結果を

補正できるものであるから, 全部が不確かさというわけ

ではないが, 明 らかでないものもあるのであえて不確か

さとして残 した。

 校 正上の偏 りの最大オーバーオールの不確かさは, ラ

ンダムなものによる ±5.5%と 系 統 的 な も のに よる

±2.5%, 各 々の2乗 和の平方根をとると, ±6%と 求

められる。第4図 使用した電離箱のエネルギー特性 ×測定点
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 校正された計測系を使用 し, 環境で実測 しようとする

とき, 結果に偏 りを生ず る。その原因としては, 計測系

の安定性または再現性, 検出器内α放射体からのα線放

出による影響, 湿度, 気圧等環境条件の影響, 外部から

のβ線の寄与の4点 の可能性が考えられる。このうち最

後のものは, そ の寄与が認めにくいことが実験的ならび

に理論的推定によって確かめられている。

 用いた電離箱 は, ほぼ密閉型とみてよい。長い期間放

置 しても, 20分 間に1回 の割の通常のα線バックグラウ

ンド値が増減 しないこと, 気圧, 湿 度が違 う影響でも線

源チェック値がほぼ一定であることの理由によるもので

ある。すなわち, 湿度, 気圧 の影響はほとんど問題にし

ないでもよい しまた α線バックグラウンドの影響も問題

にな らない。本測定 とは別の機会に, 本電離箱を夜間使

用中, 急激な気温変化(1時 間で約20℃)に さらされた

ことがあった。 このとき本電離箱は使用不能の状態にな

った。本測定の各期間内の実測中にこのような環境量急

変が生 じたことはないので, 気温による影響も各計測回

ごとの線源チェックで確かめられている通 り十分小さい

ものと考えられる。あえて, 電離箱計測系の偏 りを考え

れば, そ の原因として安定性, または再現性だけ しかな

いものと思われる。

 電離箱計測系 を 一定の場所に 置き, 毎 日1回 始動す

る。実測時と同様に, 安定 した状態で標準線源を定位置

に置いて計測値を読み, 停 止する。このような操作を約

1ヵ 月間継続 した結果, 最大オーバーオールの不確かさ

として ±4%が 得 られた。これが, 本計測系による偏 り

を示すものと思われる。 このような実験も, 実際の計測

条件と条件が違ってくるのは当然であるが, この数値が

過大評価ぎみであることは, 実測時のチ ェックの数値が

これよりもはるかに小さいことか らわかるであろ う。

 電 離箱計測系の校正上の偏 り±6%と 再現性による偏

り±4%の2乗 和の平方根は ±7.2%で ある。 これは, 

本計測系の偏 りの最大オーバーオールの不確かさである

から標準偏差の3倍 に相当すると置けば, 標準偏差で示

した(に 相当する)偏 りは ±2.4%と 求 まる。

 電 離箱計測系のランダムな原因による精密さは, 6μR/

hrて い どの地点での連続計測によって得 られてお り, 

最 大オーバーオール値として, 過大に見積って ±9.5%

であ った。 この値を採用 し, 精密さを標準偏差で示すと

±3.2%で あ る。

 以上のすべてをまとめて, 不 確かさを求めると標準偏

差で ±4%, 最大 オーバーオール値で ±12.3%で あ る

(第2表 参照)。

 装置のウォー ミソグアップ時間等も実験によって調べ

た。その結果10分 以内で安定することがわかったので, 

電離箱による計測の時間配分, 所要時間の設定に役立て

た (第3表 の1. 参照)。

4.1.2. サーベイメータ

 サーベイメ-タ の実際の使用にあたっての安定性を, 

バ ックグラウソド(10μR/hr)+線 源(0.41mR/hr)の

状態で長時間にわた り調べたところ, 標準偏差で示 して

最大でも ±2.6%で あった。

 さらにバックグラウンドが6μR/hrて い どのところ

で一回数分間ずつの読みとりを長時間にわた り1人 の人

間が行った。得 られた数値群の分布の幅を示す量すなわ

ち精密さは標準偏差で表わ して ±3%と なった。 この数

値の中には, メータ指示の読みとりの不確かさ, 装置の

安定性による不確かさが含まれると思われる。また, 当

然ではあるが, 測 ろうとするレベルが高ければこの値よ

第2表 電離箱測定における不確かさ
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り小さくな り, 反対に レベルが低 くなれば相対値は大き

くなるものとみられる。本測定では一つの測定地点内で

い くつもの測定点で計測を行い, そ の結果をまとめて評

価するので計測時間が延びたことに相当 し, 測定地点の

代表値として見れば, ふつうの地点では上に示 した値 よ

りさらに内輪に不確かさは入るとみてよい。

 この結果から安定 したサーベイメータによる空間放射

線量計測結果の読みとりは, 各 測定点ごとに数分間でさ

しつかえないものとみなした。線源によるチ ェックなら

びにメータの調節時間として約2分 間必要であるから, 

それと1測 定地点内測定点の標準の点数, 5点 の計測時

間を 加えれば, サーベイメータによる計測の 所要時間

は, 1測 定地点あた り20分 以内と考え, 20分 と設定 し

て計画作りを行った(第3表, 2. 参照)。

4.1.3. 実地 演習ならびに所要時間のチェック

 千葉市内約10地 点で, 実地に 電離箱ならびにサーベ

イメータを運搬 し, 測定を行ってみた結果, 上 で設定 し

たプロセスはほぼ十分であり, 計画時間はやや多めであ

ることがわかった。現地での本測定の場合, しば しば思

わぬ遅れ等もあり得るので行程計画作成にあたっては上

記の設定時間, プ ロセスをそのまま使用した。 もちろん

人的能力は計測に関する限 り十分なものとみなし得た。

 5. 測定の手順

 5. 1. 行程表作 リ

 前 述の測定地点選定の方針に従い, また道路網の状況

に応 じ一筆書きの行程を作る。実測で, 近道に思われて

も未舗装であるなら, 少 し遠廻 りでも舗装道路を選んだ

方が時間的に有利というような経験をしたが, 現在でも

それがあてはまるかわからない。最近のように舗装率が

高 くなり, また一般道路の最高速度が極端に低くされた

状況では, 特に, は っきりしなくなる。本測定の期間中

第3表 測定時の時間配分

1. 電離 箱に よる測定地点での時間配分

2. サーベイメータのみの測定における時間配分

第5図(1) 行動計画-1
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は, ほとんどの一般道路が60km/hrの 制限速度であっ

た。 本測定では, ふつ うの道は, 40km/hr, 特に混雑

する時間帯, 道 路では, 20km/hr, また 山岳地帯等で道

がまがりくね っているところも20km/hr, を基 準速度

とした。測定地点間等の区間距離を地図から読み取 り, 

上 の基準速度から区間の所要時間を求める(第5図 に例

示)。1日 あた り2～3測 定地点で電離箱による長時間計

測を行 うことにした。 このような測定地点は特に数測定

地点以上を測定する測定地内に1点 設けるようにするな

ど工夫 した。電離箱計測(サ ーベイメータも同時計測)

の測定地点では60分, サーベイメータを主とする測定

地点では20分, 昼食 には30分 一60分 かかるとして, 

また1日 の 出発時刻 は通常8時 または8時 半に 設定 し

て, 行程の時間を積算 して行 く。昼食以外に休み時間は

原則として作らない。作るとダレて予想以上の無駄な時

間がとられるからである。終了時刻はほぼ一16時 半にす

るが, 時には18時 ごろに設定 しなければならないこと

もあった。1日 の終了時刻は適当な宿舎のある場所によ

って変る。

 機 械的に作られた行程の第1案 は, 1週 間内では毎日

の行程にむ らがあっても全行程ではむ らが均分化される

ようにという考え方で, また1週 間内に1日 は休みに近

い楽な日を設けて休養できるようにという考え方で, 検

討し直 し本案とする。 この際, 現地への交通, 現地での

打合せ, 現地での出発地, 現地での終着地, 現地からの

帰還のための交通 も十分考慮する。なお, 現地での出発

地は, 協 力機関の本部のあるところを選ぶことが経験的

に有効であった。

 以上の行程表を作るには, 道路地図, 五万分の一また

は二万五千分の一地図, 二十万分の一地図, 都市地図, 

鉄道時刻表等が参考になる。行程が決 りしだいこれ らの

地図上に, 矢印で行程を, 適当な印で測定地点と計測の

種類, 目標 となる地点, 使用する地図葉の順番, を記入

しておく。また一覧できるような1枚 紙の行路概観図, 

1日 ごとの日程概観図を作ってお くと便利であった。

 前後するが, 行程案は現地協力機関と打合わせた上で

修正 し, 実行のための行程とする。

 測定時期, 期 間は, 長期の気象統計, もっとも近い長

期予報等を参考にし, 降水, 積雪 の影響がほとんどない

と思われる時期を地方 ごとに選ぶ。梅雨前に好天気が比

較的続 く地方 もあるし, 降雪があまりない太平洋側の地

方は冬場に晴天が続く。時期選定にあたってさらに問題

となるのは, 北 半球近国での大気中または地表核爆発実

験の影響である。影響がほとんどな くなった時点で測定

できれば, 自然放射線測定としては最良である。 しか し

影響が幾分か残っている うちに測定せねばならないこと

第5図(2) 行 動 計 画-2
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もあった。各測定地点での土壌試料がこのような際の核

実験寄与の推定に役立つ。

5.2. その他の準備

計画実施のためには, 現地機関との連絡調整を密にし

ておかなければならない。そのための機会を十分作るこ

とも準備段階の重要課題の一つである。

 人 員の確認, 使用器材の集積, 点検, 個人の持物の集

積, 交通機関の手配を計画案の決定に続けて行 う。

 人員については, 役務分担, 手順を書きものではっき

りさせてお く。また途中の交代が必要ならそのときの交

代手順, 宿舎, 輸送手段 もはっきりさせる。

 使用器材はあ らか じめ作っておいた第4表 に基づいて

種類, 数量をチ ェックしなが ら一度集積し, 不足分があ

るときは至急補充する。計測器等は, 結線してみて, 作

動させふつ うに作動するか, 不足するものがないか確か

める。また, 校正を現地への輸送直前に行 う。集積, 校

正が終った段階で, 荷物便で送るものと携帯するものと

にわける。前者は個人の荷物 と一緒にできるだけの時間

的余裕をもって, 梱 包する。 この際, 重量物は梱包内を

ゆれ動いた りしないようにし, 計 器のつまみは第6図 の

ように保護する。この点の注意を怠ると, 荷物の破壊が

おきる。 つまみの軸が 折れたこともあった。 荷物全般

に, また, 防水 の注意を忘れてはならない。衣類は, 冬

期はもちろんだが, 季節の変 り目のときでも寒さがしの

げるように準備 してお く必要がある。野外では大体寒い

ものと考えておいた方がよい。夏でも長袖のものを着, 

全季節で帽子が必要である。

5.3. 現地測定

荷物を送 り, また手持ちの荷物を持って現地に到着し, 

日程にしたがって測定行に入る。

 6. デー タのまとめ

 6.1. サーベイメータの読みと電離箱値の比較

 電離箱 の測定記録から数値を読みとり, 校 正結果をも

とに空間線量率値として求める。電離箱による測定地点

内のサーベイメータ測定点のうち電離箱測定点に近い場

所のサーベイメータ読み値を選ぶ。 このような電離箱の

値とサーベイメータの読み値の対をすべての電離箱測定

地点について 図示する(第1図 参照)。 この図のように

両者間にはひじょうによい直線関係がみられる。適当な

直線を引き, それを もとに計測されたサーベイメータの

読み値を電離箱相当値に換算する。

 換算の際の不確かさは, 実測に基づいて作られた電離

箱-サ ーベイメータ間の関係図(散 布図)か ら求めた。大

きく見積ってもその値は標準偏差で ±5%以 内であるこ

とがわかった。実測値に基づいているのでこの値の中に

は前に述べた装置の安定性による不確かさ等ランダムな

原因による精密さはすべて含まれているものと考えられ

る。これと電離箱による計測上の不確かさ ±4%(標 準

偏差で)を 考え合わせると, 本 測定における計測上の不

確かさは総合的に, かつ標準偏差で表わして ±6.4%と

な る。関係図か ら求めた換算上の不確かさの中には電離

箱計測上のラソダムな精密さは含まれていると考えられ

るから現実はこの値より内輪になることは明らかである

(±5.5%)。 計測上の不確かさは, 以上のような数値で

あ り, 著者 らが 大体の目安とした ±10%(標 準偏差で

表わして)以 内に十分入っている。これにさらに測定地

点の選定にか らむサ ソプリソグ上の不確かさが加わって

総合的な不確かさが求め られるはずであるが, サ ソプリ

ング上の不確かさは地域によって大きな差があり一概 に

いえないこと, 不確かさを表現するのにサソプル数が入

って計測上の不確かさとなじみに くいこと, な どからこ

こではそこまで論じない。

 6.2. 代表値の求め方

 測定地点内の各測定点の値はほぽ同じになるのがふつ

うである。 このときは, そのまま平均 して測定地点の代

表値とする。もしもかけ離れた値があれば現地の状況の

記録を勘案 して除くかどうかの判断と操作を行い, 残 り

を平均する。その他状況に応じ, 必ずしも全測定点の値

を使用 して平均するばかりではな く, 合理的な平均を求

める。このようにして得た平均値を測定地点の代表値と

する。

 この代表値をもとに, 測定地ごとの平均, 都, 道, 府, 

県等 の平均, 地方の平均, 日本全国の平均を求め, 各 々

の代表値とする。 このような 単純平均で 求めた 代表値

は, 人 口重み付けした平均によって求めたものとほとん

ど変 らない。すなわち, 対 象領域が広くなれば, 上 の代

表 値 は 人 口重み付けしたものとみなしてさしつかえな

い。測定地点の選定にあたって人口重み付け してあるた第6図 保護の方法



180 阿 部 史 朗

 第4表 器 材 表(例)
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 第5表 空間放射線量の測定結果
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めに, この ようなことが生ずるのである。

 7. 測定成果とその見方

 7.1. 現在までの測定結果

 測定地, す なわち測定地点のある市, 町, 村, ごとの

代表値を第5表 にあげた。 ここには前報告7)に くらべ, 

佐渡ケ島, 北海道の一部の値を付加えている。また, 各

測定地内の測定地点数, 全測定点数も, 各代表値の重み

を見る参考 としてつけた。 なお第7図 中に第5表 の番号

と対応した番号で各測定地の位置を示した。

 7.2. 表の見方

 1つ の測定地内で測定地点数が多いところ, た とえば

東京都区部, 大阪市などでは, 文字 どおりその測定地を

代表する値が載せ られているとみてよい。 しかし, 1測

定地で1測 定地点 しかないなどの場合は, この表の値が

その 測定地の 真の 代表値であるとは言えないものもあ

る。測定地点がその測定地の真の代表地点であるか一点

第7図 (1)第6表 の参 照 図(a), (b)

(a)

北 海 道 地 方

(b)

東 北 地 方
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のみでは うかがいしれないか らである。とはいっても, 

大部分のそのような測定地では, そ この代表値がこの表

に示されていると見てよい。種々の別の解析で, この表

の各測定地の値が飛び離れているという例がほとんどな

いからである。いずれにしろ, 測定地内の測定地点数が

少ないときの測定地の代表値を見る際には, 周辺の測定

地の値と見くらべそれ らとのつながりがもっともらしい

場合に, ほぼ真の代表値とみなしてさしつかえない。そ

うでない場合は, 周辺の値とまとめて, は じめて意味を

持つと考えて欲 しい。 またこれ らの数値が, やみ くもに

正確なものだと思われるのも心外である。前述のように

全国的な観点で仕事を進めたこと, そのため計測上の不

確かさを多少犠牲にしたことからも著者の意図するとこ

ろを汲みとって頂きたい。また, 計測値の不確かさを完

全に0に することは人間わざでは不可能である。である

か ら, ある範囲の不確かさでこの数値があるのだとい う

ことを認識 して頂きたい。不確かさの範囲は, 本稿に述

べて来たつもりである。環境の量は, 空間的に分布し, 

時 間的 に変動するものである。 空間的な 分布について

は, す でに周辺 との比較といういい方で注意すべきであ

第7図(2)第6表 の 参 照 図(c), (d)

関 東 地 方
(c)

北 陸 地 方 (d)
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るといった。時間的変動についても同様で, 環境での数

値を比較する際は, その時間的位置付けもよく検討 しな

いと本来の比較にならないことがある。

 第5表 の測定地の代表値がすべて代表値であるとは限

らないと上述したが, 測定地点に対 しては測定点数の重

みが大きく, 実測代表値として十分意味を持つものであ

るといえる。

 こ こであげた数値の内容はどんなであろうか? 測定さ

れた地点, 特 に電離箱で 計測された地点は, 日本の地

勢, 都市, 人 口の分布から考えて海面 レベルに近い高度

である。すなわちさきの第1図 の例のような関係図を使

ってサーベイメータ読み値を換算すると宇宙線寄与はほ

とんど海面 レベルの値 と見てよい。1"φ ×1"NaI(T1)シ

ンチ レーショソサーベイメータの読み値への宇宙線の寄

第7図(3) 第6表 の 参 照 図(e), (f)

東 海-東 山 地 方

(e)

近 畿 地 方

(f)
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与はほとんど無視できるぐらい少ないのに, 空気等価壁

を持つ電離箱では宇宙線の電離成分をほぼ完全に測 り込

んでいるからである。日本における宇宙線の電離成分の

寄与は海面 レベルで3.4μR/hrと す るとほぼこれだけ

の値が第5表 の数値に含まれていることになる。ある程

度の偏 りは 避け得ないが, 表 の数値から3.4を 差引け

ば, 大地, 大気 からの放射線寄与が求め られる。

第7図(4) 第6表 の 参 照 図(9), (h)

中 国 地 方

(g)

四 国 地 方 (h)
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第7図 (5) 第6表 の参 照 図(i), (j)

九 州 地 方

(i)

南 西 諸 島

(j)
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